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　巾下地区と小牧南地区の各自治会組織がコミュニティ組織を確立し、様々な活動を通して

地域の住民が相互に交流し、地域の連帯感を醸成するためのコミュニティ施設として位置づ

け、地域に密着した施設として活用されるようにする。

　指定管理者への管理運営委託のほかコミュニティ運営組織への運営費補助を行う。

【主な事業内容】

・指定管理者選定事務　　　・コミュニティ事業運営費補助　　・用地借り上げ事務

・コミュニティセンター管理運営委託（施設使用料徴収事務を含む）
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※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

小牧市総合計画、小牧市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例、小牧市西部コミュニティセンターの管理運営に関する基本協定書、小牧市南部コミュニティセンターの管理運営に関する基本協定書
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　　委託料：67,998,000円　　使用料及び賃借料：837,000円

　　負担金、補助及び交付金：400,000円　　償還金、利子及び割引料：1,170円

コミュニティセンター使用料：「小牧市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例」に

基づくもの

人件費

従事者数

人件費

0.30

（手段）

従事者数

Ｈ23決算額

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

69,237

Ｈ22決算額

0.300.20

102.4

Ｈ24予算額

70,836

0.32

0

00

0

1,702



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

事業番号

3

3

H21

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

H22

5,723

5,500

0

事業

2

H23

9,500

5,964

6,000

10,865

件

南部コミュニティセン

ター利用件数

2

西部コミュニティセン

ター利用件数

成果指標名

新規事業数(西部)

事業の

達成状況

活動指標名 H22

10,0005,000 7,000

H24H23

36

件

4,924

1

1

3

6,388

5,000

9,267

H21

2

5

事業

新規事業数(南部)

11

20

　基本協定書に基づき施設の管理運営が実施できたほか、各種事業を通じて地域住

民の交流を図ることができた。施設利用者数も、目標をほぼ達成できた。
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　今まで以上に指定管理者と運営協議会が密な連携を築く。
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　引き続き民間技術を取り入れながら事業展開していくほか、運営協議会との連携も

今まで以上に密にしていく必要がある。

　現在のところ、指定管理者とともに運営の一部に携わっている運営協議会と良好な

関係を維持し事業に当たっているが、事業の効率化を含めて一層密な連携を保つこ

とができるよう、行政として指導、支援をする必要があるため。
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　指定管理者として民間事業者を導入している意義は大きく、コストパフォーマンスの

ほか運営に関するノウハウを享受できているため、直営にした場合、コスト面その他

住民の満足度等を維持するためには相当な負担を強いられる。


